
令和８年度 広島県立総合技術研究所 

利用者アンケート調査（令和７年度利用分）について 

 

１ 調査概要 

（１）目的 

 総合技術研究所（以下「総研」という。）をご利用いただいた方の満足度や経営へ

の貢献額をお伺いし、総研の自己評価に役立てるとともに、ご要望やご意見を基に、

今後の支援サービスの内容充実や質的向上を図る。 

 

（２）調査対象 

 令和７年度に総研の各支援メニューを利用された方（事業者、個人等）。 

支援メニュー：設備利用（センターの保有機器・設備）、依頼試験、技術的課題解

決支援事業（ギカジ）、共同研究、受託研究、人材育成 

 

（３）調査方法 

 対象者（703 者）へ調査用紙を郵送し、回答は広島県電子申請システム又は FAX

により収集した。 

 

（４）回答状況 

回答者数：313 者（回答率 44.5％） 

 

 

 

  



２ 調査結果概要 

（１）業種内訳 

 製造業、卸売業・小売業、学術研究・専門・技術サービス業等からの回答が多い。

過去の結果から大きな変化はない。 
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（２）利用したセンター 

 回答全体数の約 86%が工業系センター（食品工業技術センター、西部工業技術セ

ンター、東部工業技術センター）である。 

 

 
 

（３）利用した支援メニュー 

 「設備利用」、「依頼試験」の回答が多い。 
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（４）利用のきっかけ 

 「前回利用」したことによるリピートのほか、「センターでの技術相談」、「インタ

ーネット上での検索」がきっかけとなっている。 

 

 
 

（５）利用の理由 

 「設備・機器」、「研究員の知見」があることが主な利用の理由となっている。 
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（６）満足度 

 全体回答数の約 90%が「大いに満足」又は「満足」と回答している。 

 

 
 

（７）満足した理由 

 「対応が丁寧」、「目的の知見が得られた」等の割合が多い。 
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（８）支援効果額 

 １者あたりの支援効果額は、約 4,394 千円/者である。 

 

 
 

（９）職員への強化希望 

 総研職員に対しては、「幅広い知見（技術の広さ）」や「技術力（技術の深さ）」が

求められている。 
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（10）デジタル技術への取組状況 

 アンケート回答者のデジタル技術への取組状況は、約 81.5%が「既に取り組んでい

る」又は「今後取り組む予定」と回答した一方で、約 18.5%が「現状取組む予定はな

い」と回答している。 

 

 
 

（11）総研がデジタル技術に関する取組への認知度 

 総研がデジタル技術の活用に資する研究開発・支援を行っていることについて、約

29.0%が「知っている」と回答した。 
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（12）デジタル技術に関する総研の支援の活用について 

 デジタル技術活用に当たって、総研による支援を活用したいかについては、約

45.8%が「活用したことがある」又は「今後活用したい」と回答している。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル技術に関する総研の支援の活用について

既に活用している 

5.2% 

活用したことはないが、 

今後したいと思う 

40.6% 
活用する予定はない 

54.2% 

（n = 288） 



（13）デジタル技術に関して、総研に期待する支援内容 

 「センサ／画像処理技術による自動判別・検査」を始め、様々な分野で支援を期待

されている。 
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（14）気候変動緩和への取組状況 

 アンケート回答者の気候変動緩和への取組状況は、約 74.1%が「既に取り組んでい

る」又は「今後取り組む予定」と回答した一方で、約 25.9%が「現状取組む予定はな

い」と回答している。 

 

 
 

（15）気候変動適応への取組状況 

 アンケート回答者の気候変動適応への取組状況は、約 53.0%が「既に取り組んでい

る」又は「今後取り組む予定」と回答した一方で、約 47.0%が「現状取組む予定はな

い」と回答している。 
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（16）気候変動緩和・適応に関して、総研に期待する支援内容 

 「気候変動の緩和のための技術の開発」や「技術情報・他自治体の取組事例の提

供」を始め、様々な支援を期待されている。 

 

 
 

（17）その他意見 ※対応してほしい点、改善してほしい点、良かった点等 

ア 改善等の要望（抜粋） 

【お支払い関係】 

○ 技術的な点ではありませんが、金額を納入できる方法を増やして頂けると嬉

しいです。 

○ 支払いをコンビニエンスストアで可能として欲しいです。銀行窓口に行く必

要があり時間のムダを感じます。 

→ 設備利用、依頼試験については、「広島県電子申請システム」でオンライン

申請いただくと、手数料等をネットバンキング・コンビニ決済等でお支払いい

ただけます。詳しくは、総合技術研究所ホームページをご覧ください。 

 

○ 納入通知書による支払いも通常の支払い方法として欲しい。 

→ 支払い方法として、納入通知書もご利用いただけます。 

 

【設備関係】 

○ 生産技術アカデミーの SEM 機器の修理復旧または取替えをお願い致したい

です。 

→ ご利用事業者様からのニーズ等に基づき、優先度が高いと考えられる機器か

ら順次更新してまいります。 

SEM については、現状、西部工業技術センター（本所）、東部工業技術セン
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気候変動の緩和のための技術の開発

総研に期待する支援内容
（n = 228 複数選択含む） 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/hiroshima-soken/dennshi-noufu.html


ター、広島市工業技術センター及びひろしま産学共同研究拠点の設備をご案内

しております。 

 

【広報関係】 

○ もっと地元企業へアピールをしていただきたい。また東工技だけで対応でき

ない事は過去、西工技や産総研にもつないでいただいた事がある。こういうコ

ーディネート力も魅力なので、PR をしていただきたい。 

→ これまで、企業訪問による営業活動や、研究成果発表会・セミナーによる情

報発信等を行ってきましたが、総合技術研究所・センターの存在をさらに広く

知っていただくため、より広報に力を入れてまいります。 

 

イ 良かった点（抜粋） 

○ 私共のような小さな会社にとっては、センター様での設備、測定、アドバイ

スなどが非常に重要で、いつもお世話になっております。今後も末永く利用さ

せていただきたく思います。 

○ 機器利用させていただきありがとうございました。定期的にお願いすること

になると思いますのでよろしくお願いいたします。 

○ 研究に必要な設備がほぼそろっており、十分満足しています。 

 

 

 

 

 

  



【参考資料】アンケート用紙 

 
  



 
  



 
  



 
  



 
 

 

 


